
九州旅客鉄道株式会社に対する業務監査の実施結果 
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項   目 主な取組み状況等 所      見 所見に対する回答 

１．地震などの大規模

災害時における旅

客の避難誘導・帰宅

困難者対応に関す

る事項 
（１）大規模災害時に

お け る 対 応 体

制・訓練等につい

て 
 

 
 

 

 

 

・ 九州旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ九

州」という。）では、震度６弱以上の地

震の発生時及び津波警報・大津波警報が

発表されたときの対応について、「大災

害応急処理標準」等を定めている。大災

害が発生したなどの際には、即応体制と

して、本社及び支社において対策本部が

自動設置される。対策本部の対応体制

は、旅客救済対策本部、輸送対策本部、

復旧工事対策本部等で構成され、関係す

る社員は自動参集することとなってい

る。 

・ こうした体制のもと、駅における旅客

の避難誘導については、一斉放送等によ

り旅客へ情報提供をするとともに、自治

体等が指定する避難場所へ避難誘導す

ることとしている。 

・ さらに、津波に対する旅客の避難誘導

については、従前より、津波警報が発表

 

 

 

 

 

・ ＪＲ九州においては、東日

本大震災の教訓や南海トラ

フ巨大地震の被害想定等も

踏まえた新たな取組みを進

めているところ、引き続き、

これらの対策が実効性をも

つよう教育・訓練等を通じて

現場に浸透させていくとと

もに、現行の対策についても

絶えず検証を行いながら、修

正等の必要があれば各種対

策に反映させていくなど、利

用者の安全確保の観点から、

万全な態勢を整えていくこ

とが期待される。 

 

 

 

 

 

 

・ 引続き、南海トラフ巨大

地震想定の津波対策につい

て、「津波発生時における鉄

道旅客の安全確保に関する

協議会」報告書で示された

対応方針を踏まえ推進して

いくとともに、大災害時の

対応について教育・訓練の

充実を図ってまいります。 

  また、対応体制や対策に

ついても必要があれば見直

しを行うなど、万全を期し

てまいります。 
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された場合における取扱いを定めてい

たところであるが、東日本大震災の教訓

を踏まえて、大地震の発生した場合には

津波を想起し、情報収集に努め、他との

連絡がとれない場合や時間がない場合

は、自ら避難を判断するなどを内容とす

る「津波避難行動心得」を制定し、対策

を進めている。今後は、南海トラフ巨大

地震の津波浸水想定線区の津波警標の

更新、津波ハザードマップの随時更新、

列車搭載避難ハシゴの増備などの対策

を予定している。 

・ また、旅客の避難誘導に関する訓練に

ついては、平成２４年度は、本社、支社、

各駅等で、合計２４回、また、１９の乗

務員職場で各１回実施しており、このう

ち、１１回は、警察、消防、地方公共団

体等の関係機関とも連携した訓練を実

施している。また、大規模地震の発生と

同時に津波警報が発表された場合を想

定した駅間停車時の旅客の避難誘導訓

練では、現車を使用する等、災害時の場

面に即した実践的な訓練も実施してい

る。 

 

（２）帰宅困難者対応

について 
・ 現在、ＪＲ九州としては、関係自治体

との具体的な協議は行われていないも

・ 帰宅困難者対策について

は、平成２４年９月１０日、

・ 「首都直下地震帰宅困難

者等対策協議会」の最終報
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 のの、事業者自ら取り組むことが可能な

ことについて検討を進めており、具体的

には、帰宅困難者が発生した際の誘導マ

ニュアルの準備や各駅における受入れ

スペース及び飲料水等の備蓄などにつ

いて、今後取組みを進めるものとしてい

る。 

 

内閣府及び東京都が共催し、

総務省、国土交通省、首都圏

の地方自治体や放送・通信・

輸送等関連事業者が参加す

る「首都直下地震帰宅困難者

等対策協議会」において最終

報告がとりまとめられ、大規

模災害時における帰宅困難

者発生により生じる社会的

混乱を防止するため、 

 

・ 「大規模な集客施設及び

駅等における利用者保護ガ

イドライン」（大規模な集客

施設や駅等の事業者が利用

者保護を適切に行うための

参考となる手順等を示した

もの） 

・ 「駅前滞留者対策ガイド

ライン」（駅周辺の事業者や

学校等からなる駅前滞留者

対策協議会を設置しようと

する地方公共団体におい

て、地域の行動ルールに基

づき混乱を防止する共助の

取組を円滑に実施する際の

参考となる手順等の具体的

告及び各ガイドライン等を

踏まえ、鉄道事業者として

帰宅困難者対策や自ら取り

組むことが可能な事項につ

いては、積極的かつ計画的

に取り組んでまいります。 
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な内容を示したもの） 

 

などが策定された。 

 

・ この最終報告を受け、国土

交通省より事業者自ら取り

組むことが可能な事項につ

いては、積極的かつ計画的に

取り組むよう要請している

ところである。 

 

・ 近年、巨大地震等を想定し

た防災意識が高まっている

中、鉄道輸送を担うＪＲ九州

が果たす役割は重要である。

このため、帰宅困難者対策に

ついては、鉄道駅の公共性も

踏まえて、一時待機スペース

や飲料水等の備蓄など、自ら

取り組むことが可能なこと

については取組みを進める

ことが必要である。 

・ さらに、帰宅困難者対策に

は、地域と連携した対策が必

要不可欠であることから、今

後、関係自治体において協議

会等が設置され、ＪＲ九州に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 鉄道輸送という当社事業

の公共性を踏まえて、帰宅

困難者が発生した際の対応

マニュアルの作成、主要駅

における一時待機スペース

の確保や飲料水等の備蓄な

ど、自ら取り組むことが可

能なことについて検討して

まいります。 

 

 

・ 関係自治体において協議

会等が設置され、参加要請

があった場合には、積極的

に参加するとともに、協議

会等の議論を踏まえなが
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対して参加するよう要請が

あった場合には、積極的に参

加するとともに、利用者の安

全確保など鉄道事業者とし

て取り組むべき事項につい

ては、積極的にその役割を果

たすことが必要である。 

 

ら、利用者の安全確保のた

め鉄道事業者として積極的

に取り組んでまいります。 

 

２．運賃等に関する事

項 
（１）運賃・料金の誤

表示・誤収受等に

ついて 
 

 

 

・ ＪＲ九州においては、過去３カ年（２

２年度から２４年度）の間に誤表示１３

件、誤収受１９件が発生しており、その

要因としてヒューマンエラーによるも

のが複数散見されている。 

・ 今回の業務監査において、同社では誤

表示を防止するための社内ルールとし

て、「運賃情報管理システム」を使用す

ることを定めているとの説明があった

が、関係文書及び関係者への確認により

把握した範囲では、同システムに基づき

処理することが社内ルールとして明確

に定まっていることを確認できなかっ

た。 

・ また、誤表示及び誤収受の防止対策に

ついて、どのような形で社員に周知する

か等については明確なルールが無かっ

 

 

・ 運賃収受の信頼性の確保

は、鉄道事業者の社会的信用

を維持するために最も重要

な課題である。 

・ それぞれの対策は個別に取

られているものの、再発防止

のための社内通達が発出さ

れた以降も継続して発生し

ている事象等を勘案すると、

これまでの対策が効果的な

ものとなっているかなどの

検討を行う必要があると考

えられる。 

・ このような状況を踏まえ、

誤表示・誤収受の軽減を図る

ため、今後の更なる取組とし

て、発生した事象の根本的原

 

 

・ 全体の仕組みを検証し、

ＰＤＣＡサイクルが機能す

る体制を構築することによ

り、運賃誤表示・誤収受の

撲滅に努めてまいります。 
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たものの、概ね文書による回覧や各駅等

の四半期勉強会（テーマの選定は各管理

者）等において実施されていることが確

認できた。 

・ しかしながら、各駅等に掲示する運

賃・料金表の作成及び修正に関する社内

手続きルール及び同ルール等に関する

研修等については、特に明確に位置づけ

られておらず、問題が発生する都度、注

意喚起を促している状況にあることが

確認された。 

 

因の把握に努めるとともに、

各種対策が防止策として機

能しているかどうかの検証

等を含め、対策の効果を把握

する仕組みを取り入れ、再発

防止のためのＰＤＣＡサイ

クル（これによる対策のスパ

イラルアップ）が機能する体

制を構築することが必要で

ある。 

 

（２）福祉割引につい

て 
 

・ ＪＲ九州においては、身体障害者及び

知的障害者に対する運賃の割引措置が

導入されている。 

 

・ これらの割引措置は、国鉄時代から実

施している割引を基に他のＪＲ各社と

同様に一部制度の充実を図り現在に至

っているが、同社としては現在実施して

いる割引を含めて、本来国の社会福祉政

策として実施されるべきものと考えて

おり、現状以上の拡充については特に検

討していない状況にある。 

 

・ 現時点においては拡充の予

定が無いことの説明が行わ

れたが、障害者団体等からの

多くの要望が寄せられてい

ることから、国土交通省とし

ては、現在実施されている身

体障害者及び知的障害者の

方々に対する割引に加え、精

神障害者に対する割引の導

入に関しても各鉄道事業者

の理解を求めており、今後と

も制度の拡充に関しての検

討が期待される。 

 

・ 福祉割引については、本

来、国の社会福祉施策とし

て、国の負担により実施さ

れるべきと考えています。 

 



7 

（３）前回業務監査時

のフォローアッ

プ 
 

・ 前回の業務監査において、企画乗車券

の拡充について引き続き検討するよう

に報告書に記載したところであるが、Ｊ

Ｒ九州においては、各種企画乗車券の検

討を実施し、輸送需要の創出を図るとと

もに、地域ごとの観光列車の運行を図

り、利用者ニーズに対応した対策を講じ

ているところである。 

 

  

３．輸送障害時におけ

る文字による運行

情報の提供に関す

る事項 
（１）ホーム、改札口

付近、車両におけ

る文字による運

行情報の提供に

関する取組状況 
  ① ホーム・改札

口付近におけ

る取組状況 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＪＲ九州では、全５６６駅のうち、５

７駅について、ホーム、改札口付近にＬ

ＥＤ等の案内表示器により、遅延時分、

運休情報等の文字による運行情報の提

供が可能となっている。さらに、平成２

４年度からは、遅延・運休情報等を地図

上に表示し、視覚的に伝えることが可能

な「運行情報モニター」を、博多駅、小

倉駅、千早駅、南福岡駅、天拝山の５駅

・ 文字による運行情報の提供

は、例えば、緊急時にどのよ

うに対応するのか、また、列

車が遅延した場合に運行再

開を待つのかなど、次にどの

ような行動をとるかを判断

するために有意義なもので

あり、特に聴覚に障害のある

方にとっては重要なもので

ある。このため、引き続き、

ホームや車両等において、文

字による運行情報が提供で

きるように引き続き取り組

むとともに、その内容を充実

させることが期待される。 

 

・ 引き続き、利便性向上に

向けた施策を推進してまい

ります。 
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  ② 車両内にお

ける取組状況 
 
 
 
 
（２）ホームページ等

における文字に

よる運行情報の

提供に関する取

組状況 
 

に導入している。本年度は、さらに５～

１０駅に導入を予定している。なお、案

内表示器による文字情報の提供ができ

ない駅においても、駅改札口等におい

て、案内板等を利用するなど、可能なか

ぎり遅延・運休情報等を掲示することと

している。 

 

・ 車両については、新幹線では、車両の

全てが、路線、区間及び運行状況の文字

による運行情報の提供が可能となって

いるが、在来線では、文字による運行情

報の提供が可能な車両はない。 

 

・ ＪＲ九州では、列車の運行において、

運休・遅延等が発生または予想される場

合、社内の運行情報サーバに運行状況を

入力することで、「のりもの info.com」

（※）とＪＲ九州ホームページに情報を

掲載し、お客さまへ情報提供を行ってい

る。 

 

（※）「のりもの info.com」とは国土交通

省九州運輸局が行っている公共交

通事業者の運行（航）情報を提供す

るサービスの名称。鉄道、バス、旅

客船の各種交通機関について、遅延
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や運行（航）見合わせが発生または

予想される場合に運行（航）情報を

随時提供している。パソコン、携帯

電話からの閲覧が可能であり、地上

デジタル放送データ放送コンテン

ツでも随時放送されている。 

 

４．ＩＣカードに係る

情報管理に関する

事項 

（１）利用履歴等の個

人情報の保護に

関する内部規定

等の整備につい

て 

 

 

 

 

 

 

（２）社員によるＩＣ

カードデータの不

正処理について 

 

 

 

 

・ 個人情報に係る規程やマニュアルが整

備されており、その運用も適切に行われ

ている。個人情報の取り扱いを含む企業

コンプライアンスについては、社内の掲

示板に掲載される「コンプライアンス通

信」などを通じて、全社員に対して周知

徹底が図られており、ＩＣカードに係る

情報漏洩のトラブルは発生していない

ことから、個人情報の管理は適切に行わ

れているものと評価できる。 

 

・ 平成２２年の鉄道各社で発生した一連

の駅務員の駅務機器の不正操作による

不正乗車を受け、調査の結果、JR 九州

管内においても不正事案が２件発覚し

ている。 

 

 

 

 

・ 今後とも、相互利用の拡大

等によりＳＵＧＯＣＡ発行

枚数の増加のみならず、他社

のカードについての情報量

も増加するため、さらなる管

理の徹底が求められる。 

 

 

 

 

 

・ 左記の事案を踏まえ、各駅

等の社員に対して注意喚起

を行うとともに、例えば、不

正事案が発覚した須恵中央

駅においては、駅窓口におい

てＩＣカードデータの出場

 

 

 

・ 今後も、ＩＣカードに係

る個人情報漏洩トラブルを

防ぐため、さらなる情報管

理の徹底に努めてまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

・ 引き続き、再発防止に向

けてチェックの徹底を図り

ます。 
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処理台帳を作成し、これを管

理部門（支店）の社員が月に

２～３回確認するなど、ＩＣ

カードデータの定期的なチ

ェックを徹底することによ

り、その後、他の駅も含め、

現在までに不正事案は発生

していないため、一定の効果

があったものと評価できる。

・ 今後とも引き続き、再発防

止に向けた取り組みを継続

されたい。 

 

５．その他のサービス

に関する事項 

（１）「ＳＵＧＯＣＡ」

の非対応区間に

ついて 

 

 

 

・ ＪＲ九州のＩＣカードシステム「ＳＵ

ＧＯＣＡ」については、平成２１年３月

のサービス開始以降、平成２４年１２月

のエリア拡大、さらには平成２５年３月

からは全国１０の交通系ＩＣカードに

よる相互利用サービスが開始されてお

り、公共交通利用者の利便性が飛躍的に

向上しており、大変有効な取り組みであ

る。 

・ 非対応区間については、元々利用者数

が少ない等の事情からこれまでのとこ

ろ大きなトラブルはないとしているが、

 

 

・ 引き続き、利用実態等を踏

まえたエリア拡大等の検討

が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

・ 今後導入予定としている各

駅運賃表の地図表示化とと

もに、他の区間も含め、非対

 

 

・ 引き続き、ご利用実態等

を踏まえ、エリア拡大等に

ついて検討してまいりま

す。 

 

 

 

 

 

・ ＳＵＧＯＣＡ非対応区間

の案内については、わかり

やすく各種告知物に掲載し



11 

例えば、原田線については、ＳＵＧＯＣ

Ａでは区間内の３駅での乗降はできな

いが、同区間を通過して乗車できるもの

であるが、駅やガイドブック等の表示で

は、そもそも同区間に乗車できないもの

と誤認されるおそれがある。また、鹿児

島本線列車からの車掌による案内放送

でも注意喚起がなく、より丁寧な案内が

望まれる。 

 

応区間の案内について、丁寧

な対応が望まれる。 

 

てまいります。 

  また、利用可能エリアに

ついて、車内での案内放送

を行うとともに、今後もお

客さまのニーズに即したサ

ービスの提供に努めてまい

ります。 

 

（２）外国人対応につ

いて 

 

・ ＪＲ九州においては、観光利用促進の

観点から外国人向けの割引切符である

ＪＲ九州レールパス等を販売しており、

博多駅においては専用の窓口を設けて

対応するなど、特にアジア向けに情報発

信や販売促進を展開して成果を上げて

いる。 

 

・ 自動券売機、観光案内所、

案内表記等の整備に関して

も、博多駅を中心とする主要

駅において、きめ細かい対応

が行われているものと評価

できる。 

 

 

（３）女性等に配慮し

た車両（いわゆる

「 女 性 専 用 車

両」）について 

 

・ ＪＲ九州管内においては、痴漢等の迷

惑行為が多数発生している状況にはな

く、利用者からＪＲ九州に対する全ての

要望内容の中でも、女性専用車に関する

ものはごく少数であることから、現時点

では導入している車両・路線はない。 

 

・ 今後は社会状況やニーズの

変化にあわせた対応が望ま

れる。 

 

・ 今後も、駅構内や車内に

て、ポスターの提出や放送

等により、車内秩序の維持

およびマナーアップに向け

てお客さまのご協力をいた

だくとともに、社会状況や

お客さまのニーズを注視し

てまいります。 
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（４）「ハンドル形電

動車いす」での列

車乗車について 

 

・ ハンドル形電動車いすについては、当

該ハンドル形電動車いすを真に必要と

する者（身体障害者等）である旨を証明

できる利用者に限定するなど、ＪＲグル

ープとして共通の取り扱い条件がある

中で、ＪＲ九州管内相互間においては、

特急等のデッキ付き車両も含め、乗車駅

及び降車駅がいずれもエレベーターが

整備され段差が解消されている等、物理

的に乗降が可能な場合には乗車を認め

ている。 

 

・ 利用者の利便性に十分配慮

した取り組みが行われてい

るものと評価できる。 

 

 


